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今回のテーマ：商品券に関する会計・税務処理及びリスク 

年末年始、会社が商品券を購入し、福利として従業員に支給したり顧客にプレゼントしたりすることで

ビジネス関係を維持するケースがある。ここでは、会計・税務上の処理及びそのリスクを簡単ながら紹介

する。 

 参考：高頓財税学院 

主な内容 

適用 仕訳 税務処理 備考 

商品券を購入 借：前渡金 

貸：現預金 

損金算入不可 購入時費用計上は

できない。 

購入した商品券を

福利として従業員

に支給 

借：未払給与 

貸：前渡金 

当月の収入に加算し、個人

所得税を納付する 

購入時の発票複写

及び従業員の受取

サイン書類 

顧客へプレゼントす

る 

借：管理(販売)費用 

貸：前渡金 

交際費に計上、 

企業で発生した経営活動に

関連する交際費は、発生

額の 60%が控除可能であ

る。ただし当年度の売上

（営業）収入の 0.5%を

超えてはならない。 

購入時の発票複写

及びプレゼント証明

書類 

購入した商品券で

自社用事務用品

を購入 

借：管理(販売)費用 

貸：前渡金 

損金算入可 購入時の発票複写

及び購入した事務

用品リスト 
 

処罰事例 

 



根拠 

国家税務総局公告 2016年第 53号 

中華人民共和国個人所得税法   第二条（一）給与所得（九）偶然所得 

中華人民共和国企業所得税法実施条例  第四十三条 

中華人民共和国不正競争防止法   第七条 

 

お見逃しなく： 

 「金税三期」システムは商品券の購入及び計上した費用をタイムリーに分析する。突然高額の費用を

計上するなど、異常な増減は税務局の警戒を招く恐れがある。 

 商品券は購入しただけでは費用計上できないことから、損金算入ができない。 

 購入した商品券を従業員に支給する場合、個人所得税の源泉徴収義務が発生する。 

 購入した商品券を顧客にプレゼントする場合、プレゼントした側は交際費に計上し、且つ20％の個人  

所得税の源泉徴収義務が生じうる。また場合によっては、商業賄賂に該当するリスクが存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 
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